
１．事 業 の 目 的 ・ 必 要 性 と 内 容 （ＰＬＡＮ）　※この事業を行う目的・必要性は何か。どのような取組を行っているのか。

２．概算総事業費 （ＤＯ：コスト）　※事業を行うための費用の状況はどうか。コストがどれくらいかかっているのか。
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予算事項名 大事項 中事項企業誘致推進費 地域産業活性化協議会関係経費

区分

平成２７年６月作成

事業の
性質別

事業開始年度 根拠法令等

裁量的経費

平成 年度20

部課名
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番号

経済部工業振興課

21-3307

目
的
・
必
要
性

内
　
容

【目的】

【必要性】

本協議会は，函館地域（函館市・北斗市・七飯町）における産業集積の形成や活性化を目的として，平成２０年２月１４日に設立した団体であり，函館地域における産業集積の形成
等に関する５か年の「基本計画」を策定し，地域の特性や強みを活かした企業立地の促進を目指している。

２市１町と地元経済団体，学術研究機関とで本協議会を構成し，「基本計画」を策定することにより，当地域に立地を推進することとした指定業種の企業が立地する場合に課税特
例や低利融資制度のほか工場立地法に関する規制緩和措置が適用されるなど，企業立地促進法に基づく支援が受けられることとなる。
なお，平成２６年度には，平成３０年度までの新たな５か年の基本計画を策定した。

本協議会では，首都圏において企業誘致推進員を１名雇用して，企業誘致情報が集まる(一財)日本立地センターに配置し，企業訪問活動を展開しているほか，東京で開催される
中小企業による総合展示会である「新価値創造展」に出展し，函館地域の工業団地や産業，技術，企業立地に関わる支援策などをＰＲしている。
本事業は，これら協議会事業にかかる負担金であり，２市１町の人口割によって負担割合を定めている。
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■法律・政令・省令名（  企業立地促進法（H19.5.11法律第40号）　　　　　　　　　）

□道条例，規則，要綱等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□市条例，規則，要綱等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



３．活　　動　　実　　績 （ＤＯ：アウトプット）　※目的を達成するためにどのように取り組み，その実績はどうか。 ４-1．成　果　等 （ＤＯ：アウトカム）　

４-2．成　果　等 （ＤＯ：アウトカム）　※事業を実施し，どのような成果が得られたのか。

５．事務事業の点検 （ＣＨＥＣＫ）

６．今後の改善策 （ＡＣＴＩＯＮ）　※今後改善する点は何か。どのように進めていくか。

参考：他の自治体の状況

企業誘致推進員の企業訪問件数

首都圏におけるＰＲ活動

133 137

0 1
成果
指標

活動指標名 単位

173

1

件

回

・(一財)日本立地センターに配置している企業誘致
推進員からのリアルタイムの情報提供
・函館地域の立地企業に対する税制優遇や規制
緩和などの適用件数。

　　　※事業の成果指標は何か。
平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業の成果等

企業誘致は，国内の地域間競争のみならず海外との競争にもさらされる中，その時々の経済状況や社会情勢など様々な要因によって実現されるものであるが，これ
まで，企業の活動状況の情報が集積する(一財)日本立地センターに配置している企業誘致推進員からのリアルタイムの情報提供により，積極的な企業訪問活動を行
うとともに，首都圏でのセミナーおよび展示会において多数の企業にPRできている。
また,「基本計画」を策定したことによる税制優遇等の支援制度利用実績は，これまで１３社あり，企業集積のツールとして有効に活用されている。

評価項目 評価内容 評価内容の説明 評価項目 評価内容 評価内容の説明

評価結果から明らかに
なった課題事項など

成果の達成状況

事業目的実現のための手段

執
行
方
法

外部委託の可能性

実施方法の効率性 図られている（今後も更に改善可能）

平成２５年度以降，事業の効率化を図り，
経費の削減に取り組んできた。なお，２市
１町の枠組みの中で事業を実施してお
り，今後は協議を重ねる中で，負担割合
の見直しなども検討したい。

厳密には外部委託ではないが，首都
圏での活動について，(一財)日本立
地センターに企業誘致推進員を配置
している。

節減できている

評価対象外

評価対象外

成
果
・
有
効
性

必
要
性

事業の市民ニーズ

市の関与の妥当性

コストの節減度

将来コスト増減見込み

受益者負担の適正度

企業立地は，地域における雇用の創
出や産業の活性化，定住人口の増加
など，地域にもたらす効果が大きいこ
とから，今後も積極的に企業誘致の
推進を図っていく。

２市１町と関係団体で本協議会を構
成し，基本計画を策定することが第一
の目的であり，協議会での事業活動
については，常により有効な手段を検
討する必要があると考える。

コ
ス
ト・
負
担

当面現状維持

（事業について）

（経費について）

平成３０年度までの「基本計画」を策定したところであり，当面現状維持とする。
事業内容については，２市１町の枠組みの中で協議を進めたい。

人口割りによる２市１町の負担割合について，各自治体の財政状況も鑑みながら，見直しが可能かどうか協議を重ねたい。

高まっている

法令・条例等の根拠により関与が妥当

達成が不十分

現手段も有効だが他の手段も考えられる

すでに実施

比較参考値
（他の自治体の類似事業
の状況など）

今後の方針
（改善・

見直し内容）

基本方針


